
宮若市下水道事業会計予算書

令 和 ２ 年 度



　（総則）

第１条　令和２年度宮若市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　（３）

千円

第２項

年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

営 業 外 費 用

令 和 ２ 年 度 宮 若 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　　（１）

　　（２）

主要な建設改良事業

第３項

下水道事業収益

営 業 費 用 千円３３４，３３７

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

第３項

第１款

５，０００ 千円

下水道事業費用

第１項

３８４，６８８

４８，６５９ 千円

２，３２１ 千円

千円

第１款

第１項

第２項

４８，０３０ 千円

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設負担金

収　　　入

支　　　出

３８４，６８８

５８，７７６

千円

千円

千円

　　（ア）

　　（イ）

　　（ウ）

管 路 建 設 費

㎥

戸

２２８，０００

１，００７

３３１，０２９

４５２，１３６

５９，４８８

千円
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　（資本的収入及び支出）

　（特例的収入及び支出）

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　金額は、それぞれ ５，８８５千円及び ７３，４７０千円である。

２６，１３９

第１款

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ７２，６４６千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ２０，４８５千円、引継資金 ３６，８００千円、当年度分損益勘定留保資金

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の

第３項

５７０，４００

１００

千円

６２０，１５９ 千円

２１，３００

千円

１２２，３０５

予 備 費

千円

１０５，０５２

２７５，１００

資 本 的 支 出

１９２，５６８

第４項 他会計負担金

企 業 債

負担金及び分担金

建 設 改 良 費

第２項

第１項 千円

他会計補助金

企業債償還金

千円

千円

６９２，８０５ 千円

千円

第１款 資 本 的 収 入

第１項

千円

収　　　入

支　　　出

第２項 国 庫 補 助 金

第５項

第３項

　１５，３６１千円で補てんするものとする。）
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

職員給与費

　（他会計からの補助金）

令和２年２月２８日提出

起債の方法限度額

２２０，０００　

証書借入 ４．００％以内

　政府資金、その他銀行等について
は、その融資条件による。
　ただし、財政その他の都合により
繰上償還又は低利に借換することが
できる。

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１８１，２８８千円である。

公共下水道事業

　　（１）

起債の目的

　　（１） ６６，２７３

５５，１００　流域下水道事業

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

宮 若 市 長

２７５，１００　合　　　計

　る場合は、議会の議決を経なければならない。

有 吉 哲 信

千円

（単位：千円）

利率 償還の方法

-3-



予定額
（千円）

備考

１ 下水道事業収益 384,688

１ 営業収益 48,659

１ 下水道使用料 42,636

２ 雨水処理負担金 5,878

３ その他営業収益 145

２ 営業外収益 331,029

１ 受取利息及び配当金 1

２ 他会計負担金 135,982

３ 他会計補助金 76,236

４ 長期前受金戻入 113,809

５ 消費税及び地方消費税還付金 5,000

６ 雑収益 1

３ 特別利益 5,000

１ その他特別利益 5,000

令和２年度 宮若市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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予定額
（千円）

備考

１ 下水道事業費用 384,688

１ 営業費用 334,337

１ 管渠費 1,638

２ ポンプ場費 5,697

３ 業務費 831

４ 総係費 35,747

５ 流域下水道維持管理負担金 98,613

６ 減価償却費 191,811

２ 営業外費用 48,030

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 48,030

３ 特別損失 2,321

１ 特別損失 2,321

支　　出

款 項 目
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予定額
（千円）

備考

１ 資本的収入 620,159

１ 企業債 275,100

１ 企業債 275,100

２ 国庫補助金 192,568

１ 国庫補助金 192,568

３ 負担金及び分担金 21,300

１ 受益者負担金 6,000

２ 受益者分担金 15,300

４ 他会計負担金 26,139

１ 他会計負担金 26,139

５ 他会計補助金 105,052

１ 他会計補助金 105,052

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　入
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予定額
（千円）

備考

１ 資本的支出 692,805

１ 建設改良費 570,400

１ 管路建設費 452,136

２ ポンプ場建設改良費 59,488

３ 流域下水道建設負担金 58,776

２ 企業債償還金 122,305

１ 企業債償還金 122,305

３ 予備費 100

１ 予備費 100

支　　出

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュフロー
当年度純利益 5,974,000
減価償却費 191,811,000
固定資産除却費 0
引当金の増減額 5,056,000
長期前受金戻入額 △ 113,809,000
受取利息及び配当金 △ 1,000
支払利息及び企業債取扱諸費 48,030,000
未収金の増減額 △ 4,230,390
未払金の増減額 △ 6,938,500
小計 125,892,110
受取利息及び配当金 1,000
支払利息及び企業債取扱諸費 △ 48,030,000

　　業務活動によるキャッシュフロー 77,863,110

２　投資活動によるキャッシュフロー
有形固定資産の取得による支出 △ 511,624,000
無形固定資産の取得による支出 △ 58,776,000
国庫補助金による収入 192,568,000
受益者負担金及び分担金による収入 21,300,000
他会計負担金及び他会計補助金による収入 131,190,000

　　投資活動によるキャッシュフロー △ 225,342,000

３　財務活動によるキャッシュフロー
企業債の発行 275,100,000
企業債の償還 △ 122,305,000

　　財務活動によるキャッシュフロー 152,795,000

４　資金の増減額 5,316,110
５　資金の期首残高 104,684,727
６　資金の期末残高 110,000,837

（単位：円）

令和２年度　宮若市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)
3

4,223 12,395 9,981 26,599 4,677 31,276

(0)
4

0 16,727 12,786 29,513 5,484 34,997

(2)
7

4,223 29,122 22,767 56,112 10,161 66,273

(0)
3

0 12,286 9,816 22,102 4,181 26,283

(0)
4

0 16,522 13,500 30,022 5,522 35,544

(0)
7

0 28,808 23,316 52,124 9,703 61,827

(2)
0

4,223 109 165 4,497 496 4,993

(0)
0

0 205 △ 714 △ 509 △ 38 △ 547

(2)
0

4,223 314 △ 549 3,988 458 4,446

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 834 324 458 0 486 1,700 13,063 660 5,242

前年度 834 324 562 0 487 2,000 11,994 660 6,455

比　較 0 0 △ 104 0 △ 1 △ 300 1,069 0 △ 1,213

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

損益勘定支弁職員

給　　　与　　　費
共済費 合　計職員数

備　　考区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

本年度

比　較

職員手当
内　　訳

区　分

給 与 費 明 細 書
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)
3

0 12,395 9,181 21,576 3,930 25,506

(0)
4

0 16,727 12,786 29,513 5,484 34,997

(0)
7

0 29,122 21,967 51,089 9,414 60,503

(0)
3

0 12,286 9,816 22,102 4,181 26,283

(0)
4

0 16,522 13,500 30,022 5,522 35,544

(0)
7

0 28,808 23,316 52,124 9,703 61,827

(0)
0

0 109 △ 635 △ 526 △ 251 △ 777

(0)
0

0 205 △ 714 △ 509 △ 38 △ 547

(0)
0

0 314 △ 1,349 △ 1,035 △ 289 △ 1,324

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 834 324 458 0 486 1,700 12,263 660 5,242

前年度 834 324 562 0 487 2,000 11,994 660 6,455

比　較 0 0 △ 104 0 △ 1 △ 300 269 0 △ 1,213

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

合　計
備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

区　　分
職員数

給　　　与　　　費
共済費
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　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

(－)
－

－ － － － － －

(－)
－

－ － － － － －

(－)
－

－ － － － － －

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 800 0 0

前年度 － － － － － － － － －

比　較 0 0 0 0 0 0 800 0 0

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

区　　分
職員数

給　　　与　　　費
共済費 合　計

備　　考
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

昇給によるもの 昇給率 0.29％

330 （昇給期）

　　1月 7人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

12 （会計年度任用職員を除く）

会計間異動によるもの 　　本年度 7人

△ 28 　　前年度 7人

　　増減 0人

　　　会計間異動 増1人

減1人

扶養手当 0 給与改定によるもの

住居手当 0 143

通勤手当 △ 104 会計間異動によるもの

管理職手当 △ 1 △ 126

時間外手当 △ 300 会計年度任用によるもの

期末勤勉 1,069 800

児童手当 0 その他

退手負担金 △ 1,213 △ 1,366

その他の増減分

（千円）

330

△ 16

説　　　明

（職員数）昇給等に伴う増減分

314

区　分

給　料

増　減　事　由　別　明　細
備　　　考

その他の増減分△ 549職員手当
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（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

４４．０歳

３９３，０３６

区　　　　　　分 備　　考

備　　考区　　分 一 般 行 政 職

大　学　卒

１５４，９００

１８２，２００

１５０，６００

１８２，２００

高　校　卒

国　の　制　度

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

（円） （円） （円）

平均年齢　　　（歳）

平均給与月額　（円）

平均年齢　　　（歳）

３４２，９５２

一 般 行 政 職

４５．０歳

３９１，０３３

３４５，７７１平均給料月額　（円）
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　　ウ　等級別職員数

級

１級 （　　） （　　）

２級 （　　） （　　）

３級 ２ （　　） ２８．６ （　　）

４級 ４ （　　） ５７．１ （　　）

５級 （　　） （　　）

６級 １ （　　） １４．３ （　　）

７級 （　　） （　　）

計 ７ （　　） １００ （　　）

１級 （　　） （　　）

２級 （　　） （　　）

３級 ２ （　　） ２８．６ （　　）

４級 ４ （　　） ５７．１ （　　）

５級 （　　） （　　）

６級 １ （　　） １４．３ （　　）

７級 （　　） （　　）

計 ７ （　　） １００ （　　）

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　分

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

備　　考
一 般 行 政 職

職員数（人） 構成比（％）
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　　　　（級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主　査

係　長

　　エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

比率 （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

比率 （％）

区　　分

一般行政職 調整監課　長課長補佐主任主事

本年度

前年度

６

１００．０

一 般 行 政 職合　　計

１００．０

７

７

１

６

１００．０

７

７

１

６

１００．０

７

７

１

（Ｂ）／（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）

７

７

１

６

職　　 員 　　数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

主　事主　事

号 給 数 別 内 訳

昇給に係る職員数

職　　 員 　　数

区　　　　　　　　分

-15-



　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度

（支給率等）

支給率等 制度なし

２４．５８６８７６ ３３．２７０７６ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

（月分）
その他の加算措置 備　考区　分

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

２．２５

（１．１７５） （２．３５）

２．２５ ４．５

３級５％から７級２０％

３級５％から７級２０％

３級５％から１０級２０％

（１．１７５） （２．３５）

本年度

前年度

国の制度

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．２５ ２．２５ ４．５

（１．１７５）

支　給　期　別　支　給　率
区　分 備　考職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給率計１２月（月分）６月（月分）

（月分） （月分） （月分）

２．２２５ ２．２２５ ４．４５

（１．１７５）

-16-



　　キ　特殊勤務手当

　　ク　その他の手当

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続　　２，５００円／月

差異の内容

扶　養　手　当

通　勤　手　当

住　居　手　当

同

異

同

　（令和２年４月１日現在）

 支給対象職員の比率　　（％）

 代表的な特殊勤務手当の名称

 給料総額に対する比率　（％）

区　　　　分 一 般 行 政 職

－

－

－

区　　分 国の制度との異同
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（単位：円）
１　固定資産

（１）有形固定資産
イ　土地 26,768,159
ロ　建物 100,303,940
　　減価償却累計額 6,826,625 93,477,315
ハ　構築物 5,806,785,520
　　減価償却累計額 117,136,141 5,689,649,379
ニ　機械及び装置 77,347,629
　　減価償却累計額 19,803,027 57,544,602
ホ　車輛及び運搬具 0
　　減価償却累計額 0 0
ヘ　工具器具及び備品 0
　　減価償却累計額 0 0
チ　建設仮勘定 0

有形固定資産合計 5,867,439,455

（２）無形固定資産
イ　施設利用権 1,546,781,289

 
無形固定資産合計 1,546,781,289

固定資産合計 7,414,220,744

２　流動資産
（１）現金預金 110,000,837

令和２年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
(令和３年３月３１日まで)

資　産　の　部
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（２）未収金 10,116,320
　　　貸倒引当金 △ 414,000
（３）貯蔵品 0
（４）その他の流動資産 0

流動資産合計 119,703,157

資産合計 7,533,923,901

３　固定負債
（１）企業債 3,464,903,109

固定負債合計 3,464,903,109

４　流動負債
（１）企業債 130,886,258
（２）未払金 66,530,880
（３）引当金

イ　賞与引当金 4,642,000
（４）預り金 0

流動負債合計 202,059,138

５　繰延収益
（１）長期前受金 3,930,719,393
（２）長期前受金収益化累計額 113,809,000

繰延収益合計 3,816,910,393

負債合計 7,483,872,640

負　債　の　部
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６　資本金
（１）資本金 17,309,102

資本金合計 17,309,102

７　剰余金
（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 0
ロ　負担金 0
ハ　他会計補助金 0
ニ　受贈財産評価額 26,768,159

資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金
イ　減債積立金 0
ロ　当年度未処分利益剰余金 5,974,000

利益剰余金合計 5,974,000

剰余金合計 32,742,159

資本合計 50,051,261

負債資本合計 7,533,923,901

資　本　の　部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 建物 １５年～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 １０年～３０年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

（２）引当金の計上方法

ア 賞与引当金

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

イ 貸倒引当金

　債権の不能欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。

ウ 退職給付引当金

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

負担すると見込まれる額は、３５９，５７８，９３６円である。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

　本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、当該に掛金を拠出しているが、一般会計と

の取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置する

こととなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。
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３．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

特定環境保全公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

令和２年度（自　令和２年４月１日　　至　令和３年３月３１日）

（注）上記、表中の数値については、税抜で記載している。

40,001

項　目

5,100

△ 225,154

265,155

（単位：千円）

4,782

特定環境保全公共下水道事業

経常損益

営業損益

営業費用

29,536

874

△ 54,550

59,332

その他の項目

　収益的収入

　　一般会計負担金

38,718

157,785

59,085

106,446

　収益的支出

　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　減価償却費

　　一般会計補助金

48,0309,312

　宮若市下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していることから、公共下水道事業及び

△ 279,704

324,487

営業収益 44,783

合計公共下水道事業

191,811

76,236

135,982

34,026

17,151

5,974
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（単位：円）
１　固定資産

（１）有形固定資産
イ　土地 26,768,159
ロ　建物 100,303,940
　　減価償却累計額 0 100,303,940
ハ　構築物 5,338,773,064
　　減価償却累計額 0 5,338,773,064
ニ　機械及び装置 77,347,629
　　減価償却累計額 0 77,347,629
ホ　車輛及び運搬具
　　減価償却累計額 0 0
ヘ　工具器具及び備品
　　減価償却累計額 0 0
チ　建設仮勘定 0

有形固定資産合計 5,543,192,792

（２）無形固定資産
イ　施設利用権 1,541,390,801

 
無形固定資産合計 1,541,390,801

固定資産合計 7,084,583,593

２　流動資産
（１）現金預金 104,684,727

令和２年度　宮若市下水道事業会計予定開始貸借対照表
(令和２年４月１日)

資　産　の　部
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（２）未収金 5,885,930
　　　貸倒引当金 0
（３）貯蔵品 0
（４）その他の流動資産 0

流動資産合計 110,570,657

資産合計 7,195,154,250

３　固定負債
（１）企業債 3,320,689,367

固定負債合計 3,320,689,367

４　流動負債
（１）企業債 122,304,331
（２）未払金 73,469,380
（３）引当金

イ　賞与引当金 0
（４）預り金 0

流動負債合計 195,773,711

５　繰延収益
（１）長期前受金 3,634,613,911
（２）長期前受金収益化累計額 0

繰延収益合計 3,634,613,911

負債合計 7,151,076,989

負　債　の　部
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６　資本金
（１）資本金 17,309,102

資本金合計 17,309,102

７　剰余金
（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 0
ロ　負担金 0
ハ　他会計補助金 0
ニ　受贈財産評価額 26,768,159

資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金
イ　減債積立金 0
ロ　当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 26,768,159

資本合計 44,077,261

負債資本合計 7,195,154,250

資　本　の　部
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金　額

1 下水道事業収益 384,688

1 営業収益 48,659

1 下水道使用料 42,636

1 公共下水道使用料 37,400 公共下水道使用料

2 特定環境保全公共下水道使用料 5,236 特定環境保全公共下水道使用料

2 雨水処理負担金 5,878

1 雨水処理負担金 5,878 雨水処理に係る一般会計負担金

3 その他営業収益 145

1 手数料 145 責任技術者登録手数料等

2 営業外収益 331,029

1 受取利息及び配当金 1

1 預金利息 1 預金利息

2 他会計負担金 135,982

1 他会計負担金 135,982 一般会計負担金

3 他会計補助金 76,236

1 他会計補助金 76,236 一般会計補助金

4 長期前受金戻入 113,809

1 長期前受金戻入 113,809 国庫補助金分 41,787

節
款・項

令和２年度 宮若市下水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
目

収　　入

（単位：千円）

備　　　　考
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県補助金分 45

他会計補助金分 36,732

受益者負担金分 4,566

受益者分担金分 873

受贈財産評価額分 29,806

5 消費税及び地方消費税還付 5,000

金 1 消費税及び地方消費税還付金 5,000 消費税及び地方消費税還付金

6 雑収益 1

1 その他雑収益 1 その他雑収益

3 特別利益 5,000

1 その他特別利益 5,000

1 その他特別利益 5,000 令和元年度消費税及び地方消費税還付金
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金　額

1 下水道事業費用 384,688

1 営業費用 334,337

1 管渠費 1,638

1 委託料 1,120 マンホールポンプ維持管理委託料

2 光熱水費 225 マンホールポンプ電気使用料

3 修繕費 154 マンホールポンプ修繕費

4 通信運搬費 139 マンホールポンプ通信費

2 ポンプ場費 5,697

1 委託料 3,711 権助ポンプ場管理業務委託料等

2 光熱水費 576 権助ポンプ場電気使用料等

3 燃料費 10 権助ポンプ場施設燃料費

4 修繕費 499 権助ポンプ場施設修繕費

5 通信運搬費 39 権助ポンプ場自動電話通報装置

6 手数料 20 権助ポンプ場し尿処理手数料

7 工事請負費 842 権助ポンプ場水路浚渫工事請負費

3 業務費 831

1 負担金 831 上下水道システム保守管理委託料負担金

4 総係費 35,747

1 給料 12,395 一般職給

2 手当 8,032 扶養手当 318

節

（単位：千円）

　　　明　　　　　細　　　
目

支　　出

備　　　　考
款・項
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通勤手当 152

管理職手当 486

時間外勤務手当 500

期末勤勉手当 4,105

児童手当 240

退職手当組合負担金 2,231

3 法定福利費 4,305 共済組合費 4,266

公務災害補償基金負担金 39

4 賞与引当金繰入額 2,321 期末勤勉手当繰入 1,949

法定福利費繰入 372

5 報酬 4,223 会計年度任用職員報酬

6 委託料 1,729 水質検査委託料 277

電算関係委託料 1,452

7 旅費 338 普通旅費 202

会計年度任用職員費用弁償 136

8 備消品費 65 消耗器材費

9 通信運搬費 105 郵便料 83

インターネット回線手数料 22

10 手数料 2 口座振替手数料

11 賃借料 13 駐車料等

12 負担金 1,084 研修会参加負担金 378

日本下水道協会負担金 102

県内市下水道推進協議会負担金 20

流域下水道促進協議会負担金 584
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13 補助交付金 700 水洗便所等改造補助金

14 保険料 21 総合賠償責任保険料

15 貸倒引当金繰入額 414 下水道使用料未収金に係る貸倒引当金繰入額

5 流域下水道維持管理負担金 98,613

1 流域下水道維持管理負担金 98,613 流域下水道維持管理負担金

6 減価償却費 191,811

1 有形固定資産減価償却費 143,768 建物減価償却費 6,827

構築物減価償却費 117,137

機械及び装置減価償却費 19,804

2 無形固定資産減価償却費 48,043 流域下水道施設利用権減価償却費

2 営業外費用 48,030

1 支払利息及び企業債取扱諸 48,030

費 1 企業債利子 47,980 企業債利子

2 借入金利子 50 一時借入金利子

3 特別損失 2,321

1 特別損失 2,321

1 その他特別損失 2,321 賞与引当金繰入額
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金　額

1 資本的収入 620,159

1 企業債 275,100

1 企業債 275,100

1 建設改良債 275,100 公共下水道事業債 220,000

流域下水道事業債 55,100

2 国庫補助金 192,568

1 国庫補助金 192,568

1 国庫補助金 192,568 社会資本整備総合交付金

3 負担金及び分担金 21,300

1 受益者負担金 6,000

1 受益者負担金 6,000 受益者負担金

2 受益者分担金 15,300

1 受益者分担金 15,300 受益者分担金

4 他会計負担金 26,139

1 他会計負担金 26,139

1 他会計負担金 26,139 一般会計負担金

5 他会計補助金 105,052

1 他会計補助金 105,052

1 他会計補助金 105,052 一般会計補助金

収　　入

款・項
備　　　　考

目
節

（単位：千円）

資本的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
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金　額

1 資本的支出 692,805

1 建設改良費 570,400

1 管路建設費 452,136

1 給料 16,727 一般職給

2 手当 12,786 扶養手当 516

通勤手当 306

住居手当 324

時間外勤務手当 1,200

期末勤勉手当 7,009

児童手当 420

退職手当組合負担金 3,011

3 法定福利費 5,484 共済組合費 5,432

公務災害補償基金負担金 52

4 委託料 117,425 水質検査委託料 1,400

調査設計委託料 109,458

電算関係委託料 6,567

5 旅費 84 普通旅費

6 備消品費 963 消耗器材費

7 賃借料 1,431 積算システムリース料等

8 工事請負費 289,236 公共下水道汚水管渠築造工事等

支　　出

（単位：千円）

款・項
　　　明　　　　　細　　　

備　　　　考
目

節
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9 補償費 8,000 水道管移設補償費等

2 ポンプ場建設改良費 59,488

1 委託料 4,378 調査設計委託料

2 工事請負費 55,110 権助ポンプ場非常用自家発電設備改修工事等

3 流域下水道建設負担金 58,776

1 流域下水道建設負担金 58,776 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 122,305

1 企業債償還金 122,305

1 企業債償還金 122,305 企業債償還金

3 予備費 100

1 予備費 100

1 予備費 100
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